
【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成26年4月1日提出

【発行者名】 アムンディ・ジャパン株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役　ニコラ・ソヴァーヂュ

【本店の所在の場所】 東京都千代田区内幸町一丁目2番2号

【事務連絡者氏名】 横田　陽子

【電話番号】 03-3593-5928

【届出の対象とした募集（売出）

内国投資信託受益証券に係る

ファンドの名称】

 

りそな日本株リサーチ戦略ファンド（オープン型）

【届出の対象とした募集（売出）

内国投資信託受益証券の金額】

 

当初募集額　上限 5,000億円

継続募集額　上限 5,000億円

 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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1．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成25年6月28日付にて提出いたしました有価証券届出書（以下「原届出書」といいます）の関係情報を新た

な情報に訂正し、また記載事項の一部に訂正もしくは追加を行うため、本訂正届出書を提出するものであり

ます。

 

2．【訂正事項】

原届出書の内容は本訂正届出書の内容に訂正および更新されます。

 

第一部【証券情報】
(5) 【申込手数料】

 

＜訂正前＞

申込手数料は、取得申込総金額に応じて、取得申込受付日の基準価額（当初申込期間中は1口当た

り1円）に販売会社が独自に定める料率を乗じて得た金額とします。なお、本書作成日現在の料率

上限は、3.15%（税抜3.0%）です。

ただし、収益分配金再投資の際は、無手数料となります。

申込手数料については、販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社（販売会社につ

いては委託会社（後記の「(12) その他 ⑤ その他」をご参照ください）にお問合せください）に

お問合せください。

 

＜訂正後＞

申込手数料は、取得申込総金額に応じて、取得申込受付日の基準価額（当初申込期間中は1口当た

り1円）に販売会社が独自に定める料率を乗じて得た金額とします。なお、本書作成日現在の料率

上限は、3.24%（税抜3.0%）です。

ただし、収益分配金再投資の際は、無手数料となります。

申込手数料については、販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社（販売会社につ

いては委託会社（後記の「(12) その他 ⑤ その他」をご参照ください）にお問合せください）に

お問合せください。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】
４【手数料等及び税金】

(1) 【申込手数料】

 

＜訂正前＞

申込手数料は、取得申込受付日の基準価額(当初申込期間中においては1口につき1円)に販売会社が

独自に定める料率を乗じて得た金額とします。なお、本書作成日現在の料率上限は、3.15%（税抜

3.0%）です。

ただし、収益分配金再投資の際は、無手数料となります。

申込手数料については、販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問合せくださ

い。

 

＜訂正後＞

申込手数料は、取得申込受付日の基準価額(当初申込期間中においては1口につき1円)に販売会社が

独自に定める料率を乗じて得た金額とします。なお、本書作成日現在の料率上限は、3.24%（税抜

3.0%）です。

ただし、収益分配金再投資の際は、無手数料となります。

申込手数料については、販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問合せくださ

い。

 

(3) 【信託報酬等】

＜訂正前＞

信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対し年率1.7325％（税抜1.65%）を乗じて得た金額

とし、ファンドの計算期間を通じて毎日、費用計上されます。

信託報酬の配分は以下の通りとします。

（年率）

委託会社 販売会社 受託会社

0.84％

(税抜0.80％)

0.84％

(税抜0.80％)

0.0525％

(税抜0.05％)

※　
委託会社の信託報酬から、再委託報酬として、年率0.42％（税抜0.40％）が株式会社りそな銀

行に支払われます。
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信託報酬は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期間末または信託終了のときに、投資信

託財産中から支弁するものとします。

 

◆上記の信託報酬等は、本書作成日現在のものです。

 

＜訂正後＞

 

信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対し年率1.782％（税抜1.65%）を乗じて得た金額

とし、ファンドの計算期間を通じて毎日、費用計上されます。

信託報酬の配分は以下の通りとします。

（年率）

委託会社 販売会社 受託会社

0.80％(税抜) 0.80％(税抜) 0.05％(税抜)

※　
委託会社の信託報酬から、再委託報酬として、年率0.40％（税抜）が株式会社りそな銀行に支

払われます。

 

信託報酬は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期間末または信託終了のときに、投資信

託財産中から支弁するものとします。

 

◆上記の信託報酬等は、本書作成日現在のものです。

 

 

(4)【その他の手数料等】

①信託事務等の諸費用および監査報酬

 

＜訂正前＞

1)投資信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用（特定資産の価格等の調査に要する

諸費用、監査費用（年率0.01％（税込）、上限500万円/回（税込）（本書作成日現在）、法律・税

務顧問への報酬、目論見書・運用報告書等の印刷費用、有価証券届出書関連費用、郵送費用、公告

費用、格付費用、受益権の管理事務に関連する費用等およびこれらの諸費用にかかる消費税等に相

当する金額を含みます）および受託会社の立替えた立替金の利息（以下「諸経費」といいます）

は、投資者の負担とし、投資信託財産中から支弁することができます。

2)委託会社は、前記1)に定める信託事務の処理等に要する諸費用の支払いを投資信託財産のために行

い、支払金額の支弁を投資信託財産から受けることができます。この場合、委託会社は、現に投資

信託財産のために支払った金額の支弁を受ける際に、あらかじめ受領する金額に上限を付すること

ができます。また、委託会社は、実際に支払う金額の支弁を受ける代わりに、かかる諸費用の金額

をあらかじめ合理的に見積もったうえで、実際の費用額にかかわらず固定率または固定金額にて投

資信託財産からその支弁を受けることができます。この場合、委託会社は投資信託財産の規模等を

考慮して、信託の設定時または期中にあらかじめ定めた範囲内でかかる上限、固定率または固定金

額を変更することができます。本書作成日現在、当該諸費用の金額の上限は、固定率にて年0.1％

（税込）を投資信託財産の純資産総額に乗じて得た額です。

（略）

 

＜訂正後＞

1)投資信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用（特定資産の価格等の調査に要する

諸費用、監査費用、法律・税務顧問への報酬、目論見書・運用報告書等の印刷費用、有価証券届出

書関連費用、郵送費用、公告費用、格付費用、受益権の管理事務に関連する費用等およびこれらの
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諸費用にかかる消費税等に相当する金額を含みます）および受託会社の立替えた立替金の利息（以

下「諸経費」といいます）は、投資者の負担とし、投資信託財産中から支弁することができます。

2)委託会社は、前記1)に定める信託事務の処理等に要する諸費用の支払いを投資信託財産のために行

い、支払金額の支弁を投資信託財産から受けることができます。この場合、委託会社は、現に投資

信託財産のために支払った金額の支弁を受ける際に、あらかじめ受領する金額に上限を付すること

ができます。また、委託会社は、実際に支払う金額の支弁を受ける代わりに、かかる諸費用の金額

をあらかじめ合理的に見積もったうえで、実際の費用額にかかわらず固定率または固定金額にて投

資信託財産からその支弁を受けることができます。この場合、委託会社は投資信託財産の規模等を

考慮して、信託の設定時または期中にあらかじめ定めた範囲内でかかる上限、固定率または固定金

額を変更することができます。

（略）

 

(5) 【課税上の取扱い】

 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　４　手数料等及び税金　(5）課税上の取扱

い」につきましては次の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

 

日本の居住者である受益者に対する課税上の取扱いは、平成26年4月現在の内容に基づいて記載してお

り、税法が改正された場合等には、以下の内容および本書における税制に関する記載内容が変更になる

ことがあります。ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。公募株式投資信託は税法

上、少額投資非課税制度の適用対象です。

① 個人の受益者に対する課税

〇収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金は配当所得として下記の税率により源泉徴収されま

す。

なお、原則として、申告分離課税
※１

または総合課税により確定申告を行う必要がありますが申告不

要制度を選択することができます。

〇換金時および償還時における差益は譲渡所得等となり、下記の税率による申告分離課税
※１

が適用さ

れ、確定申告が必要となります。ただし、特定口座（源泉徴収選択口座）を利用している場合は、

下記の税率により源泉徴収が行われ、原則として、確定申告は不要となります。

期間 税率

平成26年1月1日から

平成49年12月31日まで
20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％

※２
、地方税5％）

平成50年1月1日以降 20％（所得税15％および地方税5％）

※１
　申告分離課税を選択した場合において、上場株式等の譲渡損失の金額がある場合には、上場株

式等の配当所得（収益分配金を含みます）と当該上場株式等の譲渡損失（解約損、償還損を含

みます）の損益通算をすることができます（当該上場株式等の配当所得の金額を限度としま

す）。なお、損益通算してもなお控除しきれない損失の金額については、翌年以降3年間にわた

り繰越控除が可能です。

※２
　平成49年12月31日までは、復興特別所得税（基準所得税額に対して2.1％を乗じて得た金額）

が加算されます。

（注）ファンドは、配当控除が適用される場合があります。

＊少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」は、平成26年1月1日以降の非課税制度 です。

NISAをご利用の場合、毎年年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じ
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る配当所得および譲渡所得が5年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方

で、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳し

くは、販売会社にお問合せください。

② 法人の受益者に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金時および償還時の個別元本超過額につ

いて、下記の税率により源泉徴収されます（地方税の源泉徴収はありません）。

期間 税率

平成26年1月1日から

平成49年12月31日まで
15.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％

※
）

平成50年1月1日以降 15％（所得税15％）

※
　平成49年12月31日までは、復興特別所得税（基準所得税額に対して2.1％を乗じて得た金額）が

加算されます。

（注）ファンドは、益金不算入制度が適用される場合があります。

③ 個別元本について

1) 追加型の株式投資信託について、受益者ごとの取得申込時のファンドの価額等（申込手数料は含ま

れません）が受益者の元本（個別元本）に当たります。

2) 受益者が同一ファンドを複数回取得した場合の個別元本は、受益者が追加信託を行うつど、その受

益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

3) 同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については販売会社ごとに、個別元本の算出が行わ

れます。また、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを取得する場合は支店等ごと

に、「分配金再投資コース」と「分配金受取りコース」とがあり、両コースで取得する場合はコー

ス別に、個別元本の算出が行われる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

4) 受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から元本

払戻金（特別分配金）
※
を控除した額が、その後の個別元本となります。

※
「元本払戻金（特別分配金）」については、後記「④ 収益分配金の課税について」をご参照く

ださい。

④ 収益分配金の課税について

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元

本払戻金（特別分配金）」（受益者ごとの元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。

受益者が収益分配金を受け取る際、収益分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本と同額の場合

または受益者の個別元本を上回っている場合には、収益分配金の全額が普通分配金となり、収益分配

金落ち後の基準価額が受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が元本払戻金

（特別分配金）となり、収益分配金から前記元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普通分配金と

なります。なお、受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個

別元本から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の受益者の個別元本となります。
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※上図は収益分配金のイメージ図であり、収益分配金の支払いおよびその水準を保証

するものではありません。

◇　課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認ください。
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